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 我が国の総人口は，平成 28（2016）年 10 月 1 日現在，1 億 2,693 万人となっており，
そのうち，65 歳以上の高齢者人口は 3,459 万人（高齢化率 27.3%），75 歳以上の高齢者
人口は 1,691 万人（高齢化率 13.3%）となった（内閣府，2017）。総人口が減少する一方，
高齢者人口が増加することにより高齢化率は上昇を続け，2065 年には国民の約 2.6 人に
1 人が 65 歳以上，約 4 人に 1 人が 75 歳以上になると推計される（内閣府，2017）。また，
介護保険制度における要支援・要介護の認定を受けた高齢者は，2001 年度末の 288.4 万
人から 2017 年 8 月時点の 639.1 万人へと，約 15 年間で 350.7 万人増加した。その中，軽


























かつ不可欠な動作である（Van Lummel et al., 2016; Yamada and Demura, 2010）。また，椅
子からの立ち上がり動作は，何らかの疾患や老化に伴う運動機能の低下などにより容易
に支障をきたし（Hoshi, 1994），その能力を失うと，日常生活動作能力（Activities Daily 
Livings: ADL）低下，運動機能低下，日常生活動作に大きな制限をもたらし，ひいては


















ワー評価方法としての有用である（Lindemann et al., 2003; Yamada and Demura, 2010; Tsuji 
et al., 2015）。 これまでに，椅子立ち上がり動作時の地面反力変数は，等尺性膝伸展筋力
との基準関連妥当性が示され（中谷と上, 2004; Tsuji et al., 2015; Yamada and Demura, 2010），































































本研究では，上記の要介護認定および要支援認定方法に基づき，65 歳以上の第 1 号被保











て，高齢者の「下肢機能（lower extremity physical function）」の評価は身体パフォーマンス
テストや質問紙調査で評価されている（Guralnik et al., 1994; Mahoney and Barthel, 1965; 
Podsiadlo and Richardson, 1991; Shinkai et al., 2000）。本研究で用いた下肢機能評価のための
身体パフォーマンステストは，開眼片足立ち時間テスト，5m 通常歩行時間テスト，timed 
up and go，膝伸展・屈曲筋力である。開眼片足立ち時間はバランス能力，5m 通常歩行時




















日常生活動作（Activities of Daily Living : ADL）と手段的日常生活動作（Instrumental 





の使用頻度が高い functional independence measures（FIM）のうち，運動に関するかつ高
齢者の基本的動作能力を反映できる FIM motor sub scores（FIM-M）を利用した。FIM-M






























れ，この変法による測定結果と歩行能力（5m 歩行時間），バランス能力（Timed up and go），
膝伸展筋力や生活動作能力（老研式活動能力指標）との有意な関連性（Pearson’s |r| = 0.31–
















優れた再現性（ICC = 0.96）が確認され，ブリッジ力とバランス能力（Functional reach test, 
FRT），移動能力（Timed up and go），膝伸展筋力との間に有意な関連性（Pearson’s |r| = 0.45–















膝伸展筋力との基準関連妥当性が確認されており（中谷と上, 2004; Tsuji et al., 2015; 
Yamada and Demura, 2009, 2010），身体機能（辻ら，2011a），起居移動動作能力や転倒有


















 地面反力変数の信頼性を検証した先行研究では， Yamada et al.（2010）により，50 名
の女性高齢者を対象とした椅子立ち上がり動作時の地面反力変数の再現性（ICC = 0.70–
0.95）は良好であったことが報告されている（Yamada and Demura, 2010）。また，若年者
（男性 13 名および女性 23 名）を対象とした椅子立ち上がり動作時の地面反力の増加率
変数の再現性を検討した結果，男性において ICC = 0.892，女性において ICC = 0.938 で
あったと報告している（中谷と上，2004）。さらに，本研究と同様の測定機器および地面
反力変数を使い，14 名の地域在住高齢者の地面反力変数の再現性を検討したところ，結


























 Yamada and Demura（2010）は，生体電気インピーダンス法（bioelectrical impedance 
analysis: BIA）を用いて，女性高齢者 50 名を対象として，椅子立ち上がり動作時の地面
反力変数と下肢筋肉量との関連性について検討をおこなった結果，時間変数においての
み関連性（Pearson’s r = 0.37, p < 0.05）が認められたことを報告している。一方，椅子立
ち上がり動作をおこなう際には足関節や膝関節の伸展・屈曲筋力が重要な役割を果たし
ていること（Schenkman et al., 1990）から，それらの筋力と地面反力変数との関連性を検
討した研究が多い。Yamada and Demura（2010）は，50 名の女性高齢者を対象として等
尺性膝伸展筋力との関連性を検討した研究では，地面反力変数の最大値や変化率および
時間変数と有意な関連（Pearson’s |r| = 0.29–0.64, p < 0.05）があったことを報告している。
また，中谷と上（2004）もまた，高齢者（男性 17 名および女性 15 名）を対象とした研
究により，地面反力変数の最大値や変化率と等尺性膝伸展筋力との間に有意な関連性
（Pearson’s |r| = 0.487–0.755, p < 0.05）があったことを報告している。 








間に有意な関連性（partial-|r| = 0.39–0.51, p < 0.05）をみとめたが，女性のみ地面反力の増
加率変数や時間変数と足関節の背屈曲筋力との間にも有意な関連性（partial-|r| = 0.44–













においては，握力測定（大塚ら, 1994; Tsunoda et al., 2013），歩行測定（Cesari et al., 2009; 新
開ら, 2000），椅子立ち上がりテスト（Guralnik et al., 1994; 中谷ら, 2002），Timed up and go 
（Podsiadlo and Richardson, 1991; Shimada et al., 2006）などが開発されており，高齢者の








間に有意な相関関係（Pearson’s |r| = 0.47–0.82, p < 0.05）が確認されたが，それ以外のパ
フォーマンステスト（握力，長座体前屈，開眼片足たち時間，6 分間歩行距離）との間
には有意な関連性が確認されなかったと報告している。 





























活関連動作（5 項目），運動器機能（5 項目），低栄養状態（2 項目），口腔機能（3 項目），
閉じこもり（2 項目），認知機能（3 項目），心の状態（5 項目）の計 25 項目から構成さ
れる質問紙であり，信頼性および妥当性が確認されている。表Ⅱ－２で示した老研式活
動能力指標は，手段的自立（5 項目），知的能動性（4 項目），社会的役割（4 項目）の計
13 項目で構成される質問紙であり，基本チェックリストと同様に信頼性および妥当性が
確認されている。 
 これまで，Yamada and Demura（2009）は自立度を評価する老研式活動能力指標および
転倒リスク指標（ヘルスアセスメント検討委員会，2000）を使用し，女性高齢者 60 名を
対象とした横断研究により，地面反力変数の変化率および時間変数が，老研式活動能力
指標の下位尺度である社会的役割との間に有意な相関関係（Pearson’s |r| = 0.28, p < 0.05）
があることを確認している。また，転倒リスク指標は，地面反力変数の変化率および時
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位姿勢を 2 秒間保持する。これを 1 試行とし，連続して 2 試行することとした。対象者
への実験手順の理解を十分に深めるため，1 回の練習を事前におこなった。原則 2 回立






















































数は以下の 4 変数である（図Ⅲ－６）（辻ら，2011a）。 
 




②87.5 ミリ秒区間の最大増加率体重比（maximal rate of force development （Δ87.5 ミリ
秒） per body weight；以下，RFD87.5/w）：地面反力が最大増加を記録した 12.5 ミリ秒
の前後各 37.5 ミリ秒を含めた計 87.5 ミリ秒における増加量を 1.0 秒に換算し，体重で
除した値である。2 試行して最大値を採用した。 
 


















F: 最大値; RFD87.5/w:最大増加率 （Δ87.5 ms）;  































































者の年齢，下肢筋力と関連することが確認されている（Jones et al., 1999; 中谷ら, 2002）。
5 回の椅子立ち上がり動作時間テスト（5-STS）は高齢者の下肢機能評価指標として活用
されている（Guralnik et al., 1994）。5 回椅子立ち上がり動作時間と日常生活動作能力との
関連（Van Lummel et al., 2015），将来の障害発生や死亡リスクとの関連（Guralnik et al., 






害を有する患者のうち，48人中 36人（75.0％）は 5-STSテストを実施できなかった（Brown 







膝伸展筋力との基準関連妥当性が確認されている（中谷と上, 2004; Tsuji et al., 2015; 
Yamada and Demura, 2010）。また，地面反力変数は身体パフォーマンステストにより評価
される身体機能（辻ら，2011a）, 起居移動動作能力や転倒の有無（Abe et al., 2016; Fleming 





















































本研究課題においては，第 III 章第 2 節にて記した 4 通りの椅子からの立ち上がり方
法（図Ⅲ－２，図Ⅲ－３，図Ⅲ－４，図Ⅲ－５）で測定を実施した。また，地面反力変
数（図Ⅲ－６）は第 III 章第 2 節にて記した 4 変数（F/w，RFD87.5/w，T1，T2）を分析
に用いた。 
 
F: 最大値; RFD87.5/w:最大増加率 （Δ87.5 ms）;  























 立位で握力計を体側に保持し，呼息しながら最大努力で握力計を握らせた。0.1 kg 単





左右 1 回ずつ 0.01 秒単位で計測し，最良値を記録とした。 
 
（5） Timed up and go 
 椅子に腰かけた状態から合図とともに立ち上がり，3 m 前方のコーンを回って再び椅
子に腰かけるまで動作を最大速度でおこなうよう教示した。0.01 秒単位で 1 回計測した。
原法（Podsiadlo and Richardson, 1991）は快適速度であるが，最大速度で計測した方が再
現性が高い（Shumway-Cook et al., 2000）ことから，最大速度でおこなう方法を採用した。 
 
（6） 5 m 通常歩行時間 
 5 m の歩行路を快適速度で歩いたときの時間を 0.01 秒単位で 1 回計測した。歩行路の










一元配置変量モデルの ICC （1, 1）を使って，級内相関係数（intraclass correlation coefficient: 
ICC）を算出した。また，試行間の差の検定には，分散分析を用いた。2 試行の間に有意
差が認められず，加えて得られた ICC が 0.70 以上である場合，信頼性があると判断し
た（Currier, 1990）。地面反力変数と身体パフォーマンスとの関連の検討には，男女別に














n P  value
Post-hoc
test
達成率 48  P  = 0.015 a, b, d ＜ c




























































































－２には，4 通りの立ち上がり方法の全てで立ち上がることが出来た 38 人に関する，地
面反力変数の比較の結果を示した。有意性が認められた F/w, および RFD87.5/w につい
て多重比較検定を行った結果。 F/w に関しては，「椅子に手をつく」方法と「机に手を
つく」方法は，「何もつかまらない」方法や「膝に手をつく」方法に比して，有意に低い








Mean ± SD Mean ± SD Mean ± SD Mean ± SD
F/w (kgf ・ kg-1) 1.18 ± 0.08 1.22 ± 0.10 1.10 ± 0.10 1.10 ± 0.12  < 0.001 c, d ＜ a, b
RFD87.5/w (kgf/s・kg-1) 5.40 ± 1.98 5.56 ± 1.99 4.20 ± 1.84 5.22 ± 1.58  < 0.001 c＜ a, b, d
T1 (s) 0.76 ± 0.59 0.69 ± 0.41 0.80 ± 0.50 0.68 ± 0.71 0.601
T2 (s) 1.81 ± 0.74 1.57 ± 0.51 1.66 ± 0.65 1.97 ± 1.04 0.061
n = 38
F : 最大値;
RFD87.5/w : 最大増加率 （Δ87.5 ms）;















 表Ⅳ－３には，地面反力測定を男女別に 2 試行おこなった際における各変数の測定値
を示し，それに基づいた ICC ならび 2 試行間の差を比較した結果を示した。ICC は 0.70 
以上で良好と判定できる（Currier, 1990）。男性では全ての変数で ICC が 0.70 以上であり
（ICC = 0.78–0.89），女性においては，RFD87.5/w と T1 の ICC が 0.70 以上であった（ICC 




Mean ± SD Mean ± SD ICC F P -value Mean ± SD Mean ± SD ICC F P  value
F/w (kgf ・ kg-1) 1.13 ± 0.11 1.14 ± 0.13 0.78 0.06 0.82 1.14 ± 0.08 1.13 ± 0.07 0.69 1.01 0.33
RFD87.5/w (kgf/s・kg-1) 4.98 ± 2.45 5.21 ± 3.21 0.87 0.38 0.55 4.34 ± 2.37 3.83 ± 1.99 0.87 4.03 0.06
T1 (s) 1.03 ± 0.79 0.93 ± 0.67 0.89 1.21 0.29 0.97 ± 0.70 1.09 ± 0.83 0.73 0.68 0.42
T2 (s) 2.00 ± 1.03 1.84 ± 0.95 0.81 0.97 0.34 1.94 ± 0.83 2.23 ± 1.06 0.67 2.30 0.15
F : 最大値;
RFD87.5/w : 最大増加率 （Δ87.5 ms）;
T1 : 地面反力増加時間; T2 : 立ち上がり動作時間;  w : 体重。
男性 (n = 15) 女性 (n = 16)












Mean SD Mean SD Mean SD
基本属性
　年齢 (歳) 83.1 ± 5.3 83.5 ± 5.4 82.7 ± 5.2
　身長 (cm) 155.2 ± 7.4 159.6 ± 7.4 151.3 ± 4.7*
　体重 (kg) 49.1 ± 9.7 51.7 ± 8.0 46.8 ± 10.6








　握力 † (kg) 15.9 ± 4.0 17.8 ± 3.9 14.2 ± 3.4*
　開眼片足立ち時間(s)‡ (s) 8.0 ± 7.0 8.4 ± 8.6 7.5 ± 5.4
　Timed up and go (s) 13.8 ± 5.9 14.0 ± 6.1 13.7 ± 5.8
　5 m通常歩行時間 (s) 6.5 ± 2.5 6.6 ± 2.4 6.5 ± 2.7
地面反力
　F/w (kgf · kg-1) 1.09 ± 0.09 1.09 ± 0.09 1.09 ± 0.10
　RFD87.5/w (kgf/s · kg-1) 3.77 ± 1.92 4.13 ± 2.23 3.43 ± 1.55
　T1 (s) 1.04 ± 0.88 1.11 ± 1.09 0.97 ± 0.64
　T2 (s) 1.90 ± 0.99 1.88 ± 1.19 1.93 ± 0.78
SD: standard deviation
*  P  < 0.05（対応ではないt検定）
aカイニ乗検定
F : 最大値;
RFD87.5/w : 最大増加率 （Δ87.5 ms）;
T1 : 地面反力増加時間; T2 : 立ち上がり動作時間;  w : 体重。
17 (35.4) 4 (17.4) 13 (52.0)*
9 (18.8) 4 (17.4) 5 (20.0)
8 (32.0)6 (26.1)14 (29.2)
† n = 47 (男性 22, 女性 25), ‡ n = 45 (男性 21, 女性 24)
女性 (n = 25)男性 (n = 23)全体 (n = 48)
13 (52.0)9 (39.1)22 (45.8)
16 (33.3) 12 (52.2) 4 (16.0)*








RFD87.5/w と Timed up and go，5 m 通常歩行時間との間に相対的に強い相関関係が見ら
れた。男性において， RFD87.5/w，T1，T2 と Timed up and go，5 m 通常歩行時間との間
に相対的に強い関連性（partial-|r| = 0.50–0.81, p < 0.05）を示した。女性においては， 
RFD87.5/w と Timed up and go，5 m 通常歩行時間との間に相対的に強い関連性（partial-|r| 
= 0.45–0.48, p< 0.05）が見られた。 
 
 
F/w RFD87.5/w T1 T2
(kgf · kg
-1
) (kgf/s · kg
-1
) (s) (s)
n partial - r partial - r partial - r partial - r
男性
  開眼片足立ち時間 (s) 21 -0.10 0.13 -0.33 -0.29
  Timed up and go (s) 23 -0.42 -0.60* 0.80* 0.81*
   5 m通常歩行時間 (s) 23 -0.42 -0.50* 0.67* 0.71*
女性
  開眼片足立ち時間 (s) 24 0.47* 0.28 -0.13 -0.09
  Timed up and go (s) 25 -0.31 -0.45* 0.40 0.35
   5 m通常歩行時間 (s) 25 -0.27 -0.48* 0.40 0.33
* P   < 0.05
F : 最大値;
RFD87.5/w : 最大増加率 （Δ87.5 ms）;


















ことができる。第 1 フェーズ Phase I （flexion-momentum phase）は動作開始から臀部離
床までの段階，第 2 フェーズ Phase II （momentum-transfer phase）は，足部のみの支持基
底面へ重心を移動させる段階，第 3 フェーズ Phase III （extension phase）は，直立姿勢
まで体重を押し上げる段階，第 4 フェーズ Phase IV （stabilization phase）は，椅子立ち
上がった後，安定までの段階である（Schenkman et al., 1990）。先行研究では，加齢に伴
い下肢機能が著しく低下することが原因で椅子立ち上がり動作が困難になり（Alexander 
et al., 1991; Gross et al., 1998），本研究の結果においても何もつかまらずに椅子から立ち上
がる方法の達成率は 79.2%であった。一方，椅子に手をつく立ち上がり方法の達成率
（100.0%）が最も高く，その他の 3 通りの立ち上がり方法より有意に高かった。Lundin et 
al.（1999）によると，下肢機能が重要な役割を果たすのは第 2 フェーズ と第 3 フェーズ 
であることが報告されている（Lundin et al., 1999）。Yamada et al.（2010）もまた，下肢筋









机に手をつく立ち上がり方法は，机の高さを 70 cm と設定したものの机の高さが対象と
なった高齢者にとって高すぎた可能性がある。特に身長は低い高齢者に対して，机が高
すぎたために，立ち上がり動作時に手の力がほとんど貢献できなかった可能性が考えら




































 女性の F/w と T2 を除く全ての変数において，良好と判定される 0.70 以上の ICC が得
られ，優れた再現性が確認された（表Ⅳ－２）。Yamada et al.（2010）により，50 名女性
高齢者を対象とした椅子立ち上がり動作時の地面反力変数の再現性は ICC = 0.70–0.95
であると報告されている（Yamada and Demura, 2010）。中谷ら（2004）が，高齢者（男：
17 女：24）を対象とした椅子立ち上がり動作時の地面反力の増加率変数の再現性を検討
した結果，男性において ICC = 0.951，女性において ICC = 0.949 であったと報告してい
る（中谷と上，2004）。また，本研究と同じ測定機器および地面反力変数を使い，14 名













 男性において， T2 と Timed up and go，5 m 通常歩行時間との間に有意な相関関係
（partial-|r| = 0.71–0.81, p < 0.05）が見られた。先行研究によると，5 回椅子立ち上がりテ






 男女ともに，RFD87.5/w と Timed up and go，5 m 通常歩行時間との間に有意な相関関
係が見られた。従来，等尺性膝伸展時の RFD は「素早い筋力発揮のための能力」を評価
する項目として用いられている（Paasuke et al., 2003）。先行研究によるよ，健常な高齢者
の RFD と等尺性膝伸展筋力との間に有意な関連性が確認されている（Lindemann et al., 


































２．椅子座面脇に手をついて立ち上がりる動作時の地面反力変数の ICC は 0.73-0.89 と概
ね良好な再現性が確認された。 


















に評価できる方法が検討されている（岩瀬ら，2013; 村田ら，2010a; 牧迫ら，2008）。 
 高齢者の下肢筋力を簡便に評価する方法として，椅子立ち上がり動作時の地面反力測


























Timed up & go test（以下，TUG）との間に有意な相関関係が認められ，歩行能力やバラ





と膝関節伸展・屈曲筋力，および ADL の評価尺度である機能的自立度測定法（Functional 
Independence Measure: 以下，FIM）との関連性を明らかにすることを目的とした。また，
先行研究において椅子立ち上がり動作時の地面反力と下肢筋力との関連性には性差が報











 対象は，千葉県内にある 5 つの通所リハビリテーション施設に通所している 26 名（男
















は第 III 章第 2 節にて記した通りでおこなった。また，地面反力変数（図Ⅲ－６）は第









F: 最大値; RFD87.5/w:最大増加率 （Δ87.5 ms）;  


































 ADL 能力の評価には，第 II 章第 2 節にて記した臨床場面や研究での使用頻度が高い
FIM（表Ⅱ－３）（園田ら，2001）のうち，運動に関する FIM motor sub scores（以下，FIM-M）
（辻ら, 1996; Granger et al., 1993）を用いた。FIM-M はセルフケア 6 項目（得点範囲：6
～42 点），排泄管理 2 項目（得点範囲：2～14 点），移乗 3 項目（得点範囲：3～21 点），
移動 2 項目（得点範囲：2～14 点）の 4 つの下位項目に分類され，その合計得点範囲は















重（平均±標準偏差）はそれぞれ男性が 82.6±3.8 歳，57.7±16.3 kg，女性が 81.5±6.7 歳，
46.9±8.9 kg であった。要支援・要介護認定区分は男性で要支援 1 が 1 名，要介護 1 が 2
名，要介護 2 が 7 名，女性で要支援 1 が 1 名，要支援 2 が 6 名，要介護 1 が 6 名，要介
護 2 が 3 名であった。男性より女性の方が要支援 2 の人数は有意に多く，女性より男性











　年齢 (歳) 81.9 ± 5.7 82.6 ± 3.8 81.5 ± 6.7
　身長 (cm) 151.3 ± 8.8 158.3 ± 8.6 146.9 ± 5.6*
　体重 (kg) 51.1 ± 13.1 57.7 ± 16.3 46.9 ± 8.9*








　F/w （kgf ・ kg-1） 1.12 ± 0.06 1.11 ± 0.05 1.12 ± 0.06
　RFD87.5/w （kgf/s・kg-1） 3.27 ± 1.99 4.29 ± 2.40 2.63 ± 1.42*
　T1 （s） 1.86 ± 2.15 0.86 ± 0.65 2.48 ± 2.52*
　T2 （s） 3.38 ± 2.65 2.23 ± 1.01 4.09 ± 3.11*
膝伸展 （%） 63.9 ± 29.8 83.5 ± 32.5 51.6 ± 20.8*
膝屈曲 （%） 26.7 ± 11.0 33.9 ± 12.1 22.2 ± 7.6*
FIM-M （点） 72.3 ± 10.5 72.3 ± 9.8 72.3 ± 11.2
セルフケア （点） 33.6 ± 5.6 33.9 ± 5.7 33.4 ± 5.7
排泄の管理 （点） 12.6 ± 2.2 11.4 ± 2.5 13.4 ± 1.6*
移乗動作の状況 （点） 16.3 ± 3.0 16.3 ± 2.2 16.4 ± 3.5
移動動作の状況 （点） 9.7 ± 2.4 10.7 ± 1.7 9.1 ± 2.6
*  P  < 0.05（対応ではないt検定）
aカイニ乗検定
F : 最大値;
RFD87.5/w : 最大増加率 （Δ87.5 ms）;

























 全体においては，椅子立ち上がり動作時の地面反力変数と膝伸展筋力（T1 ρ =-0.41，
p<0.05），膝屈曲筋力（RFD87.5/w ρ =0.42，p<0.05；T1 ρ =-0.50，p<0.01；T2 ρ =-0.44，
p<0.05）；セルフケア（T2 ρ =-0.47，p<0.05），移動動作の状況（T1 ρ =-0.60，p<0.01；T2 
ρ =-0.54，p<0.01），FIM-M（T2 ρ =-0.42，p<0.05）に有意な相関が認められた。 
 男性では，椅子立ち上がり動作時の地面反力変数と膝伸展筋力（RFD87.5/w ρ =0.73，
p<0.05），膝屈曲筋力（RFD87.5/w ρ =0.72，p<0.05），セルフケア（T1 ρ =-0.77，p<0.01；
T2 ρ =-0.92，p<0.01）に有意な相関が認められた。図Ⅴ－１に示したとおり，RFD87.5/w 
と膝伸展筋力，膝屈曲筋力との間に 1 次直線の関連性が見られた。移動動作の状況（T1 
ρ =-0.78，p<0.01；T2 ρ =-0.72，p<0.05），FIM-M（T1 ρ =-0.77，p<0.01；T2 ρ =-0.83，p<0.01）
に有意な相関が認められた。図Ⅴ－２に示したとおり，T1， T2 とセルフケア，FIM-M
との間に 1 次直線の関連性が見られた。 
 一方，女性では，椅子立ち上がり動作時の地面反力変数とセルフケアおよび日常生活
動作能力との間に有意な相関関係は認められなかった。なお、RFD87.5/w と膝伸展筋力，












　膝伸展 （%） － 0.06 0.37 － 0.41* － 0.37
　膝屈曲 （%） 0.06 0.42* － 0.50** － 0.44*
　セルフケア （点） 0.37 0.29 － 0.39 － 0.47*
　排泄の管理 （点） 0.43 － 0.02 0.03 － 0.05
　移乗動作の状況 （点）－ 0.07 － 0.12 － 0.15 － 0.18
　移動動作の状況 （点） 0.02 0.33 － 0.60** － 0.54**
　FIM-M （点） 0.31 0.22 － 0.37 － 0.42*
男性 （n=10）
　膝伸展 （%） 0.35 0.73* － 0.25 － 0.21
　膝屈曲 （%） 0.42 0.72* － 0.25 － 0.28
　セルフケア （点） 0.47 0.44 － 0.77** － 0.92**
　排泄の管理 （点） 0.58 0.44 － 0.16 － 0.19
　移乗動作の状況 （点） 0.14 － 0.15 － 0.36 － 0.46
　移動動作の状況 （点） 0.19 0.50 － 0.78** － 0.72*
　FIM-M （点） 0.47 0.41 － 0.77** － 0.83**
女性 （n=16）
　膝伸展 （%） － 0.33 － 0.14 － 0.29 － 0.29
　膝屈曲 （%） － 0.14 － 0.11 － 0.40 － 0.41
　セルフケア （点） 0.31 0.27 － 0.27 － 0.34
　排泄の管理 （点） 0.39 0.13 － 0.25 － 0.23
　移乗動作の状況 （点） 0.06 － 0.10 － 0.03 － 0.09
　移動動作の状況 （点）－ 0.13 0.07 － 0.37 － 0.38
　FIM-M （点） 0.15 0.19 － 0.29 － 0.34
*  P  < 0.05, ** P  < 0.01
F : 最大値;
RFD87.5/w : 最大増加率 （Δ87.5 ms）;





















































P < 0.05 y = 0.22 + 0.03x
ρ = 0.72
P < 0.05



















































































































































ρ = -0.13 P = 0.61 ρ = -0.11 P = 0.68





















































































ρ = -0.27 P = 0.31 ρ = -0.29 P = 0.28
ρ = -0.34 P = 0.21 ρ = -0.34 P = 0.20















 性で層別した分析では，特に男性において RFD87.5/w と下肢筋力との間に強い相関関
係を認めた。これまで，等尺性膝伸展時の RFD は「素早い筋力発揮のための能力」を評
価する項目として用いられている（Lamoureux et al., 2001; Paasuke et al., 2003）。また，厳
密には物理学的に正確ではないが，地面反力の RFD は筋パワーに相当すると記述される
場合もある（Fleming et al., 1991; Tsuji et al., 2015）。さらに，中谷と上（2004）は，地面
反力の RFD を「力発揮速度」と定義している。したがって，地面反力の RFD は，筋機
能の中でも瞬発性の下肢筋力や筋パワーの評価に有用であると考えられる。Yamada and 
Demura（2010）によると，健常女性高齢者 50 名における椅子立ち上がり動作時の地面
反力変数と等尺性膝伸展筋力との相関係数は∣r∣ = 0.29-0.64 である。また，Tsuji et al.（2015）
は，地域在住高齢者を対象に椅子立ち上がり動作時の地面反力変数と膝関節伸展・屈曲




































 一方，女性の椅子立ち上がり動作時の地面反力変数は， ADL 能力との間に有意な相


































































partial-|r| ≥ 0.4（良）の場合は「〇」，partial-|r| < 0.4（不良）の場合は「×」とする。Terwee 
et al.,（2007）は，単相関係数|r| ≥ 0.5 の場合に「〇」としているが，年齢を調整した偏相
関係数を算出した本検討課題においては，先行研究と同様，便宜的に partial-|r| = 0.4 を
カットオフとした（辻ら，2014）。また，再現性の検討においては，ICC ≥ 0.7 の場合は
「〇」，ICC < 0.7 の場合は「×」とする（Currier, 1990）。第Ⅴ章の下肢筋力・日常生活
動作能力との関連性（検討課題２）については，|r| ≥ 0.4 の場合に「〇，|r| < 0.4 の場合に
「×」とする（吉田と森，1990）。第Ⅵ章の起居移動動作能力との関連性（検討課題３）
















T1 （3 個， 50.0%），T2 （3 個， 50.0%），F/w（1 個，16.7%）であった。 
 女性において，各変数の「〇」の数とその割合はそれぞれ，RFD87.5/w（3 個，50.0%），




 男性において，各変数の「〇」の数とその割合はそれぞれ， T1 （3 個， 30.0%），
T2 （3 個， 30.0%），RFD87.5/w（2 個，20.0%），F/w（1 個，10.0%）であった。 
 女性において，各変数の「〇」の数とその割合はそれぞれ，RFD87.5/w（3 個，30.0%），











検討課題 検討内容  評価項目 評定基準 F/w RFD87.5/w T1 T2
課題1 級内相関係数 再現性（信頼性） ① ○ ○ ○ ○
身体パフォーマンス 開眼片足立ち時間 × × × ×
Timed up and go × ○ ○ ○
5 m通常歩行時間 × ○ ○ ○
課題2 下肢筋力 膝伸展筋力 × ○ × ×
膝屈曲筋力 × ○ × ×
1/6 5/6 3/6 3/6
(16.7%) (83.3%) (50.0%) (50.0%)
評定基準①: ○: ICC ≥ 0.7, ×: ICC < 0.7
評定基準②: ○: partial-|r| ≥ 0.4, ×: partial-|r| < 0.4
評定基準③: ○: |r| ≥ 0.4, ×: |r| < 0.4
F : 最大値;
RFD87.5/w : 最大増加率 （Δ87.5 ms）;














検討課題 検討内容  評価項目 評定基準 F/w RFD87.5/w T1 T2
課題1 級内相関係数 再現性（信頼性） ① × ○ ○ ×
身体パフォーマンス 開眼片足立ち時間 × × × ×
Timed up and go × ○ × ×
5 m通常歩行時間 × ○ × ×
課題2 下肢筋力 膝伸展筋力 × × × ×
膝屈曲筋力 × × × ×
0/6 3/6 1/6 0/6
(0.0%) (50.0%) (16.7%) (0.0%)
評定基準①: ○: ICC ≥ 0.7, ×: ICC < 0.7
評定基準②: ○: partial-|r| ≥ 0.4, ×: partial-|r| < 0.4
評定基準③: ○: |r| ≥ 0.4, ×: |r| < 0.4
F : 最大値;
RFD87.5/w : 最大増加率 （Δ87.5 ms）;













検討課題 検討内容  評価項目 評定基準 F/w RFD87.5/w T1 T2
課題2-1 日常生活動作能力 セルフケア × ○ ○ ○
排泄の管理 × × × ×
移乗動作の状況 × × × ×
移動動作の状況 × ○ ○ ○
FIM-M総合得点 × × ○ ○
課題2 起居移動動作能力 起居移動動作能力得点 ③ × × × ×
階段昇段動作能力制限の有無 ○ × × ×
椅子立ち上がり動作能力制限の有無 × × × ×
15分間歩行動作能力制限の有無 × × × ×
起居移動動作能力制限の有無 × × × ×
1/10 2/10 3/10 3/10
(10.0%) (20.0%) (30.0%) (30.0%)
評定基準③: ○: |r| ≥ 0.4, ×: |r| < 0.4
評定基準④: ○: 有意差かつ効果量 d ≥ 0.5,  ×: 有意差なし
F : 最大値;
RFD87.5/w : 最大増加率 （Δ87.5 ms）;











検討課題 検討内容  評価項目 評定基準 F/w RFD87.5/w T1 T2
課題2-1 日常生活動作能力 セルフケア ○ × × ×
排泄の管理 × × × ×
移乗動作の状況 × × × ×
移動動作の状況 × × × ×
FIM-M総合得点 × × × ×
課題3 起居移動動作能力 起居移動動作能力得点 ③ × × ○ ×
階段昇段動作能力制限の有無 × ○ × ×
椅子立ち上がり動作能力制限の有無 × × ○ ○
15分間歩行動作能力制限の有無 × ○ ○ ○
起居移動動作能力制限の有無 × ○ × ×
1/10 3/10 3/10 2/10
(10.0%) (30.0%) (30.0%) (20.0%)
評定基準③: ○: |r| ≥ 0.4, ×: |r| < 0.4
評定基準④: ○: 有意差かつ効果量 d ≥ 0.5,  ×: 有意差なし
F : 最大値;
RFD87.5/w : 最大増加率 （Δ87.5 ms）;







































































頼性（再現性）について，対象が若年者 （Yamada and Demura, 2005; 中谷と上, 2004），





（Lindemann et al., 2003; Yamada and Demura, 2010; 中谷と上, 2004; 辻ら, 2015），
筋量との関連（Yamada and Demura, 2010），パフォーマンステストとの関連 （山田

















節屈曲角度に着目したものが多い（Alexander et al., 1996; Hughes et al., 1994; Kuo et 
al., 2010; 田島，2001）。椅子の座面が高くなるほど，椅子立ち上がり動作の遂行が容易
（成功率が高い，遂行時間が短い，主観的困難感が減少）になるとされている（Alexander 


















性を検討したに留まる研究が多く（中谷と上, 2004; Tsuji et al., 2015; Yamada and Demura, 
2009, 2010），評価の有用性が高い変数を決定するまでに至った研究はほとんど見られな
い。辻ら（2014）は，地域在住高齢者を対象として評価の有用性が最も高い椅子立ち上































本研究の対象者は，65 歳以上の第 1 号被保険者のうち，要介護認定を受けている要介
護度が 2 以下（要支援・要介護 1，2）の軽度な要介護高齢者であった。しかしながら，
年代ごとの変化があるか明らかにできていない。今後は，軽度な要介護高齢者の
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